
 
 

小山市長 令和８年５月 定例記者会見  

                      日時：令和８年５月１３日（水） 

１４：００～ 

                      会場：６階 大会議室 

 

１ 開会 

  

２ あいさつ 

 

３ 小山市長からの発表および質疑応答 

⑴ 第３回全国オーガニック給食フォーラム in小山の開催について 

⑵ ゼロカーボンとネイチャーポジティブの実現に向けた令和８年度の取組みに 

ついて 

⑶ 令和７年度小山評定ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）について 

⑷ 「工場立地法における敷地外緑地等に関するガイドライン」の制定について 

 

 

４ 閉会 

 



 
 

記者会見資料 

 

 

１ 件 名 

第３回全国オーガニック給食フォーラム in小山の開催について 

 

２ 趣 旨 

本フォーラムは、「こどもたちの未来をひらくオーガニック給食」をテーマに、

「えがおでつなぐ食・農・環境・まちづくり」をサブタイトルとして、有機給

食、有機農業、地産地消・食育、子育て支援、持続可能な地域づくりの推進を図

るために開催するものです。 

 

３ 概 要 

（１）名 称 第３回全国オーガニック給食フォーラム in小山 

（２）日 程 令和８年７月２５日（土）、２６日（日） 

（３）会 場 小山市立文化センター大ホール（メイン会場） 

     小山市役所本庁舎、小山市立文化センター（分科会会場） 

     小山グランドホテル（交流会） 

（４）主 催 全国オーガニック給食フォーラム in小山実行委員会 

（５）主なプログラム 

７月２５日（土） 

（１日目） 

・基調報告 

・基調講演 

１．有機農業と農法について 

舘野 廣幸 氏（NPO法人民間稲作研究所理事長） 

２．食・農・環境・まちづくりと世界の潮流 

古沢 広祐 氏 

（國學院大學研究開発推進機構客員教授、 

NPO法人「環境・持続社会」研究センター代表理事） 

・韓国からの報告 

・座談会 

・事例発表 

・分科会（８分科会） 

・交流会 

７月２６日（日） 

（２日目） 

・エクスカーション（２コース） 

・講演 

・分科会報告・意見交換会 

・フォーラム宣言 



 
 

（６） 参加申込  以下の URL又は２次元コードから事前申込制 

（５月２０日（水）～募集開始） 

https://www.city.oyama.tochigi.jp/sangyou- sigoto/nougyou/page008968.html 

 

 

 

（７） 参加料   会場参加・オンライン参加 各１，０００円 

サテライト会場設置 ５，０００円 

交流会 ５，０００円 

 

４ 全国オーガニック給食フォーラムについて 

全国オーガニック給食フォーラムとは、学校給食の有機化に関して、地域及び全

国の関係者の情報交換や議論を通じ、新たな先進地域の創出や全国的な機運の醸

成、一層の連帯促進や持続可能な農業への転換を図るために開催しています。 

令和４年１０月に千葉県いすみ市が事務局となり、中野 ZEROホールで第１回フ

ォーラムを開催、全国から２０名以上の自治体首長が参加しました。令和６年１１

月には「もっと広がれ！オーガニック給食」をテーマに、茨城県常陸大宮市で第２

回フォーラムを開催しました。小山市で開催する第３回フォーラムでは、農法や給

食体制にとどまらず、食農教育や生物多様性、政策立案などをテーマとした分科会

を開催するなど、オーガニック給食から広がる食・農・環境・まちづくりにまで理

解を深めていくことを期待しています。 

 

担当：産業観光部 農政課 

電話：０２８５－２２－９２６９ 

 

 ※別紙資料あり 

https://www.city.oyama.tochigi.jp/sangyou-%20sigoto/nougyou/page008968.html


こどもたちの未来をひらく オーガニック給食
-えがおでつなぐ食・農・環境・まちづくり-

全国オーガニック給食フォーラム
第3回

in 小山

大会
テーマ

2026 7／25土

26日

９：００～１８：００１日目

２日目 ９：００～１２：３０

受付開始 ８：００ ～
交流会あり １９：００ ～

受付開始 ８：００ ～
エクスカーションあり ６：４０ ～

ウェブサイトから事前申込制
５月20日（水）～6月19日（金）
入場料・オンライン配信視聴料
1,000円

★基調講演 舘野廣幸氏 NPO法人・民間稲作研究所 理事長

古沢広祐氏 國學院大學 研究開発推進機構客員教授

★８つの分科会による充実のプログラム！
①有機農法 / ②給食体制 /  ③エディブル・スクールヤード / ④意識と政策

   ⑤生物多様性 / ⑥韓国 / ⑦アグロエコロジー / ⑧生産・流通・消費

★全国先進自治体や団体、さらに韓国での事例発表
★交流会での意見交換（会費5,000円） ★ほ場見学会エクスカーション

主催 全国オーガニック給食フォーラムin小山
実行委員会（事務局 小山市農政課)
0285-22-9269
d-nosei@city.oyama.tochigi.jp

協力 全国オーガニック給食協議会、

オーガニック給食マップ、NPO法人メダカのがっこう

大会HP（プログラム）・お申込み

会場小山市立文化センター大ホール（JR各線小山駅より徒歩10分）等

栃木県小山市中央町１－１－１ Ｚｏｏｍオンライン配信あり

お や ま



全国オーガニック給食フォーラム in 小山 プログラム

1日目 7月25日（土）

① オープニングセレモニー（９：００-１０：００）
主催者（実行委員長・小山市長）挨拶、来賓挨拶（農水省・文科省の取組紹介）
来賓紹介 給食フォーラム関係首長、近隣オーガニックビレッジ宣言都市首長

③ 基調講演
１ 有機農業と農法について（10:20-11:10）
舘野 廣幸氏 （NPO法人・民間稲作研究所理事長）

④ 韓国からの報告（１３：００－１３：４５）
韓国でのオーガニック給食無償化の取組
田中 博氏 （韓国草の根塾 代表） ほか

⑤ 座談会（１３：45－１4：3５）
なぜ私たちはオーガニック給食をめざすのか～韓国の取組報告を受けて～

西山 未真氏 （宇都宮大学農学部・農業経済学科 教授） ほか

⑥ 事例発表(1４:５０-１５：４０)
エディブル・スクールヤードで変わる学校教育
堀口 博子氏 （一般社団法人エディブル・スクールヤード・ジャパン 代表） ほか

⑦ 分科会(16:0０-１8：0０) 全8会場 ８テーマ ◎座長
１ 【有機農法】 「有機農法の現在と未来 ～いきものと共に乗り越える気候変動～」

 ◎舘野 廣幸氏 （NPO法人・民間稲作研究所理事長）
２ 【給食体制】 「有機農産物や地場農産物を本格的に使用する学校給食の体制について考える」

◎鮫田 晋氏（いすみ市農林課 有機農業推進班長）
３ 【エディブル・スクールヤード】 「こどもたちと食・農・環境の学びをどうつくる？」

◎堀口 博子氏 （一般社団法人エディブル・スクールヤード・ジャパン 代表）
４ 【意識と政策】 「現場の意識を政策のチカラに～オーガニック給食がひらく「食と農」の架け橋～」

◎神代 英昭氏 （宇都宮大学農学部・農業経済学科 准教授）
５ 【生物多様性】 「生物多様性を育む農業国際会議（ICEBA）7.5」

 ◎呉地 正行氏 (NPO法人ラムサール・ネットワーク日本 理事)
６ 【韓国】 「韓国での有機農業・オーガニック給食の取組(仮称）」

◎田中 博氏 （韓国草の根塾 代表）
７ 【アグロエコロジー】 「アグロエコロジーが目指すもの～子どもたちが幸せに暮らせる社会～」

◎吉田 太郎氏 （フリージャーナリスト）
８ 【生産・流通・消費】 「地域の未来をひらくオーガニック給食の“その先”～生産・流通・消費の拡大～」

◎宮垣 均氏 （豊岡市コウノトリ共生課 課長）

⑧ 交流会(1９:００-２０：３０) 小山グランドホテル

２日目 7月2６日（日）

① エクスカーション（６：４０-８：４５） 2コース ＊参加希望者のみ
コース１「かえるが語る田んぼの未来 ～自然と共生する有機稲作を訪ねて～」（40名）
場所 舘野かえる農場（野木町）

コース２「益虫、害虫、ただの虫 ～学校給食米栽培圃場での生物調査～」（４０名）
場所 蒼水ファーム 犬塚ベース圃場（小山市犬塚） / 生き物調査 NPO法人 オリザネット

② 講演(９:００-９：３０)
日本農業再生のために
山田 正彦氏 （元農林水産大臣、オーガニック給食マップ 代表世話人）

③分科会報告・意見交換会（ ９:４５-１２:１５）
西山 未真氏 （宇都宮大学農学部・農業経済学科 教授）、 前田 豊氏 （株式会社マイファームシニアアドバイザー）

④クロージングセレモニー（１２：１５-12:30）

⑤終了（12：30）

司会：杉山敦子氏（オーガニック給食マップ）

② 基調報告（１０：００-１０：２０）
これまで進んだオーガニック給食の取り組み
野々山 理恵子氏 （オーガニック給食マップ）、遠藤 菜美恵氏 （一般社団法人身土不二）

２ 食・農・環境・まちづくりと世界の潮流（11:10-12:00）
古沢 広祐氏 （國學院大學研究開発推進機構客員教授）



記者会見資料 

 

１ 件 名 

ゼロカーボンとネイチャーポジティブの実現に向けた令和８年度の取組みにつ

いて 

 

２ 趣 旨 

小山市は、令和５年１０月に“ゼロカーボンシティ＆ネイチャーポジティブ”

を宣言し、市民・事業者・市の各主体がパートナーシップの下で、それぞれの役

割を果たし、都市環境と田園環境が調和した「田園環境都市おやま」を未来へ引

き継ぐために、持続可能なまちづくりに取り組んでいます。 

令和８年度は、カーボンニュートラルの実現に向けて、地域特性にあった適切

な再生可能エネルギーの導入を促進するほか、ネイチャーポジティブの実現に向

けては、平地林の保全と適切な管理を推進するため、平地林の保全を担う多様な

人材の確保と育成、また保全活動に対する支援に取り組んでまいります。 

 

３ 内 容 

（１）小山市の地域特性に合う太陽光発電設備の導入支援について 

  国では 2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロとする「カーボンニュート

ラル」の実現を目指した事業を進めています。 

 

〇「再生可能エネルギーゾーニングマップ」作成（R7新規事業） 

近年、再生可能エネルギーの導入にあたっては、地域環境への配慮や地域との

合意形成が不十分であることによる課題が全国的に見られます。こうした課題を

未然に防ぐため、本市では、自然環境や土地利用などの情報を地図上に整理し、

再生可能エネルギー導入の可能性があるエリアと不可能なエリアを明確にし、再

エネ事業による無秩序な開発を抑制します。 

具体的には、太陽光発電を対象として、市内を「保全エリア」「調整エリア」

「導入可能性エリア」の３つに区分します。地域の特性に応じて導入しやすいエ

リアを見える化することで、地域の重要な自然環境や生物多様性に配慮した再生

可能エネルギーの普及を図ります。 

なお、ゾーニングマップの内容と今後の進め方について、６月中に市内４か所

において地域説明会を予定しています。 

 

〇環境省 重点対策加速化事業（拡大事業） 

ゾーニングマップと同じく、地域特性に合う形で再生可能エネルギーを導入す

るため、令和７年度から市内事業者向け、令和８年度から市民向けに屋根置き型



太陽光発電設備の導入を支援する補助金制度（環境省交付金を活用）を実施して

います（令和１２年度まで）。本事業により市全体で約 2,900kWの再生可能エネル

ギー導入となり、これにより一般家庭約 11,000世帯分の年間排出量に相当する約

27,036tの二酸化炭素排出量削減効果が見込めます。今後も地域の皆様とともに、

効果的な脱炭素の取組みを進めてまいります。 

 

（２）平地林保全の担い手の育成と保全活動への支援の拡充について 

   本市の生物多様性の保全上重要な役割を担う平地林を守り未来へつないでい

くため、令和７年３月に「小山市平地林保全・管理計画」を策定し、平地林保

全の担い手の育成と保全管理活動への支援に取り組んでいます。 

   令和８年度は、とちぎの元気な森づくり市町村交付金を活用した森づくり活

動団体への支援を拡大するほか、森づくり活動に取り組む人材の育成を目的と

する刈払機・チェーンソー講習会の開催、平地林の土地所有者を対象とする補

助事業の創設等を行う予定です。 

 

○ 森づくり活動団体への支援（拡大事業） 

本市では、県の「とちぎの元気な森づくり市町村交付金」を活用し、市内森づ

くり活動団体による里山林の整備・管理を支援しています。令和８年度は、現時

点で８団体への支援を予定しており、今後も新たな森づくり活動団体の確保・育

成に努めてまいります。 

  【直近３か年の交付実績の推移】 

年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８（予定） 

団体数 ４団体 ６団体 ８団体 

事業面積 ６.７ha １１.０ha １４.７ha 

交付金額 ３３５千円 １,５８０千円 ２,８２９千円 

 

○ 刈払機・チェーンソー講習会（新規事業） 

森づくり活動に取り組む人材の育成を目的として、刈払機とチェーンソーの操

作、安全衛生等に関する講習会を開催します。 

  【刈払機講習会】 

日時：７月４日（土） 

内容：（午前）学科 （午後）実技講習 

場所：（午前）桑市民交流センター （午後）東島田ふるさとの森 

対象：市内に在住または在勤の１８歳以上の方で、森づくり活動に参加する意

欲のある方 

定員：１５人 

参加費：３,０００円 

申込期間:６月１日（月）から６月２５日（木）まで 



申込方法：電話または二次元コード（広報・ＨＰ掲載）から申し込み 

  ※チェーンソー講習会については、本年秋に開催予定です（準備中）。 

 

○ 平地林保全管理支援補助金（新規事業） 

本市の平地林の大部分は、これまで土地所有者である個人の負担により維持さ

れてきたものです。今後、市内平地林の保全と適正な管理を実現するにあたって

は、森づくり活動団体等に加えて、平地林の土地所有者も重要な担い手の一人と

なります。そこで、土地所有者個人による平地林の保全・維持管理を支援するた

め、市独自に新たな補助事業を創設するものです。 

【補助対象経費】 

  ・危険木、支障木の伐採、撤去及び処分に要する経費  

  ・支障木の枝の切除、撤去及び処分に要する経費 

 【補助金額】 

  補助対象経費の４分の３以内（補助上限額３０万円） 

 【補助対象者】 

平地林の土地の所有者（個人）等であって、１０年以上平地林として適切に 

維持管理を行うことを確約する者 

 【募集開始時期】９月（予定） 

 

 

担当：総合政策部 ゼロカーボン・ネイチャーポジティブ推進課 

（１）ゼロカーボン推進係 電話：０２８５－２２－９２７７ 

（２）森林政策係     電話：０２８５－２２－９２１９ 



  記者会見資料 

 
１ 件 名 

令和７年度小山評定ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）について 
２ 内 容 
(1) 寄附額の推移 

令和７年度の寄附額は、令和６年度の５８億７５６万７千円の約１．７億円増
となる５９億８２８７万４千円となりました。 
小山市を応援したいという全国の皆様からの寄附金を各種事業の財源とするこ

とで、より良い市政運営を目指します。また、小山市産の原料や小山市で生産し
ている地場産品を返礼品として送付することで、地域産業の活性化に寄与してま
いります。 

 

(2)-1 主な返礼品の件数 

返礼品 件数（割合） 

１ ボックスティッシュ等 ３７９，８５０件（９５．９％） 

２ プロテイン ５，５９９件 （１．４％） 

３ 布団 ２，５２３件 （０．６％） 

４ 地酒 １，１３０件 （０．３％） 

５ ブルーベリー ９１７件 （０．２％） 

 

(2)-2 主な返礼品の寄附額 

返礼品 寄付額（割合） 

１ ボックスティッシュ等 ５，４７０，５１６，４００円（９１．４％） 

２ プロテイン １６０，７１７，０００円 （２．７％） 

３ ゴルフクラブ １１７，３１６，０００円 （２．０％） 

４ 布団 １０６，１２８，０００円 （１．８％） 

５ 地酒 １９，６８２，０００円 （０．２％） 

 

(3) 寄附者による寄附金の使途指定の割合（上位） 

寄附金の使途指定事業 指定割合 

１ 子どもの健全育成と子育て支援 ４１．５％ 

２ 自然環境の保全と地球温暖化対策 ５．３％ 

３ 住みよいまちづくり ４．７％ 

（使途指定なし ３６．７％） 

 

年  度 寄附件数 寄附額 

令和４年度 ２７０，６０８件 ３，２３１，１８８千円 

令和５年度 ３２０，４４６件 ４，１４０，２３６千円 

令和６年度 ３９８，９６９件 ５，８０７，５６７千円 

令和７年度 ３９６，８５７件 ５，９８２，８７４千円 

担当：総合政策部 まちの魅力推進課 ふるさと応援係 

 電話：０２８５－２２－９３５６ 

 



記者会見資料 

 

 

１ 件名 

「工場立地法における敷地外緑地等に関するガイドライン」の策定について 

 

２ 趣旨及び理由 

工場立地法は、製造業などの工場等に対し、敷地内において一定割合の面積を

緑地化するよう定めた法律です。 

一方、市内の工業団地は整備開始から５０年以上が経過し、古くから操業して

いる工場では敷地に余裕が無く、工場立地法で定められた緑地面積を敷地内に確

保することが困難なため、増改築が思うように出来ないという事例が見られてい

ます。 

そこで、「敷地外緑地等に関するガイドライン」の策定により、既存工場が敷地

外に緑地を整備することを認める制度を設け、周辺地域の生活環境等を保全しな

がら既存工場の成長発展を支援することにより、工業振興の推進を図ってまいり

ます。 

 

３ 内容 

⑴ 制定日 令和８年５月１日（金） 

⑵ 要件 

①ガイドラインの対象となる工場等とは、次の要件を全て満たすものとする。 

・工場立地法が適用される既存の工場等。 

・生産施設の面積を変更（減少を除く。）する場合。 

・必要な緑地等を当該工場等の敷地内に確保できない事情がある場合。 

②敷地外に整備する緑地等は、次の要件を全て満たさなければならない。 

・敷地外の土地に整備される緑地等により緑地面積率が満たされること。 

・市内に整備し適切な維持管理を行い周辺環境との調和に努めていること。 

⑶ 申請方法 

別記様式第１号「敷地外緑地等の設置に関する事前協議書」を市に提出し、

担当部署と事前協議を行ったのち、工場立地法の届出を提出し増改築等を実施

する。 

 

※別紙資料あり（工場立地法における敷地外緑地等に関するガイドライン） 

 

担当：産業観光部 工業振興課 企業誘致・工業団地開発推進係 

電話：０２８５－２２－９３９６ 



 

工場立地法における敷地外緑地等に関するガイドライン 

 

令和８年５月１日制定 

小山市産業観光部工業振興課 

 

工場立地法運用例規集２－２－３②に基づき、現に設置されている工場等が

生産施設の面積を変更する際、工場立地に関する準則に適合するために必要な

緑地又は環境施設（以下「緑地等」という。）を当該工場等の敷地内に確保でき

ない事情がある場合に勧告しないことができる基準を以下のとおり定める。 

 

１ 対象となる工場等 

  本ガイドラインの対象となる工場等（以下「対象工場」という。）は、本市

に現に立地している工場等のうち、次の要件をすべて満たすものとする。 

⑴ 現に設置されている特定工場、若しくは増改築等により新たに特定工場

となるもの。 

⑵ 生産施設の面積を増加させるもの。生産施設の面積を増加させずに敷地

内の緑地を減少させて敷地外に設置することは認められない。 

⑶ 敷地内に生産施設、緑地、環境施設、駐車場、倉庫等に利用されていない

未利用部分がないこと。 

 

２ 敷地外緑地等の要件 

  本ガイドラインで示す敷地外緑地等とは、次の要件をすべて満たすものと

する。 

⑴ 対象工場の敷地外の土地に整備される相当規模の緑地等により、実質的

に緑地等に係る準則が満たされること。 

⑵ 敷地外緑地等の整備が、対象工場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与

するものと認められること。 

 

３ 要件の判断基準 

⑴ 実質的に緑地等に係る準則が満たされる場合 

以下の算定式により求められる緑地面積率及び環境施設面積率が準則を

満たすこと。 

 

※緑地面積率の算定式 

 緑地面積率 ＝ 
 工場敷地内の緑地面積 ＋ 敷地外緑地面積 

工場敷地面積 ＋ 敷地外緑地面積
  

 

※環境施設面積率（緑地面積+緑地以外の環境施設面積）の算定式 

 環境施設面積率 ＝ 
 工場敷地内の緑地等面積 ＋ 敷地外緑地等面積 

工場敷地面積 ＋ 敷地外緑地等面積
  

 

別 紙 



 

 

⑵ 周辺の地域の生活環境の保持に寄与するものと認められる場合 

敷地外緑地等は小山市内に整備するものとし、適切な維持管理等を行い、

周辺環境との調和に努めていること。 

 

４ 手続 

⑴ 敷地外緑地等の設置を検討する工場等は、工場立地法の規定による届出

の前に「敷地外緑地等の設置に関する事前協議書（別記様式第１号）」を市

長に提出すること。 

⑵ 敷地外緑地等の設置後、その内容を変更又は廃止する場合は、事前に「敷

地外緑地等の設置の変更に関する届出書（別記様式第２号）」を市長に提出

すること。 

 

５ その他 

 ⑴ 敷地外緑地等は自己所有地又は借地に整備すること。 

⑵ 樹木の剪定や除草等、適切に維持管理を行うこと。 

⑶ 敷地外緑地等を複数の場所に設置することは可とする。 

⑷ 敷地外緑地の一部又は全部を重複緑地とすることは可とする。ただし、重

複緑地として認められる面積の上限は、工場敷地内の緑地も含む緑地全体

の面積の 50％以内とする。 

 ⑸ 生産施設面積率の算定には、敷地外緑地等の面積は含めない。 

 

６ 参考 

工場立地法運用例規集 

 
 

（法第４条第１項の規定に適合しない場合の勧告の基準） 

２－２－３ 

法第４条第１項の規定により公表された準則（以下「準則」という。）に

適合しない場合は、原則として勧告することとする。ただし、次のような個

別的事情が存する場合には当該事情を十分審査の上、勧告しないことがで

きる。 

①（省略） 

②現に設置されている工場等が生産施設の面積を変更（減少を除く。）する

場合において、準則に適合するために必要な緑地又は環境施設（以下「緑地

等」という。）を当該工場等の敷地内に確保できない事情があり、当該工場

等の敷地外の土地に整備される相当規模の緑地等により実質的に緑地等に

係る準則が満たされ、かつ、当該工場等の設置の場所を管轄する市長村長の

定める基準に照らし、当該敷地外緑地等の整備が当該工場等の周辺の地域

の生活環境の保持に寄与するものと認められる場合。（以下省略） 



別記様式第１号 

敷地外緑地等の設置に関する事前協議書 

  年  月  日 

 小山市長 

所在地 

名 称 

代表者 

担当者 

連絡先（    ）    －     

工場立地法における敷地外緑地等に関するガイドラインに基づく敷地外緑地を

整備したいので、次のとおり提出します。 

特定工場の所在地 小山市 

工場敷地面積                      ㎡ 

工場敷地内の 

緑地等面積 

 緑地面積                ㎡ 

 緑地以外の環境施設面積         ㎡ 

敷地外緑地等の 

整備面積 

 緑地面積                ㎡ 

 緑地以外の環境施設面積         ㎡ 

敷地外緑地等の 

所在地 
 小山市 

敷地外緑地等の 

土地の権利関係 
 □自己所有  □借地   

敷地外緑地等の 

配置及び整備計画 
 別紙のとおり 

生産施設面積の 

変更の計画 
別紙のとおり 

敷地内に緑地を 

設置できない理由 
 

添付書類 

（１）工場等の状況が分かる資料（施工前後の内容を示す配置図等） 

（２）敷地外緑地等の状況が分かる資料（位置図、平面図、写真、権利関係を示

す書類、緑地等の整備内容や維持管理方法等を示す資料等） 

（３）その他（                         ） 



別記様式第２号 

 

敷地外緑地等の設置の変更に関する届出書 

 

  年  月  日 

 

 小山市長 

 

所在地 

名 称 

代表者 

担当者 

連絡先（    ）    －     

 

年 月 日付け「敷地外緑地等の設置に関する事前協議書」に基づく協議に

ついて、下記のとおり変更が生じましたので、工場立地法における敷地外緑地等

に関するガイドラインの規定により届け出ます。 

 

記 

 

 １ 変更事項   

 

 ２ 変更理由   

 

 ３ 変更年月日  年 月 日 

 

 ４ 添付書類  変更内容が分かる資料 



工場立地法上の特定工場のみなさまへ 

 

工場の緑地整備 に関する 

新たな制度 ができました!! 
 

敷地外緑地制度は、工場立地法に基づき、工場が敷地内に十分な緑地を確保
できない場合、敷地外に緑地を整備することで、その面積を緑地として算入できる

規制緩和制度です。 

小山市では「工場立地法における敷地外緑地等に関するガイドライン」を
令和８年５月１日に制定し、敷地外緑地制度を設立しました。 

増改築を検討していても、隣接する敷地の取得が困難で緑地の確保が難しかった

事業者の方はぜひご活用ください。 

 
敷地を有効に活用できます‼ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
設備更新したいけど、 
敷地に余裕がない… 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

産業観光部 工業振興課 企業誘致・工業団地開発推進係 

電話：０２８５－２２－９３９６ 

詳細は小山市ホームページに掲載しています → → → 

敷地外緑地は 

周辺の地域の 

生活環境の保持 

に寄与します 

敷
地
外
緑
地
制
度
で
解
決

 

敷地外緑地制度は市との事前協議を必要としますので、 

ご活用を検討する際は工業振興課までご相談ください。 



 

工場立地法における敷地外緑地等に関するガイドライン 

令和８年５月１日制定 

小山市産業観光部工業振興課 

工場立地法運用例規集２－２－３②に基づき、現に設置されている工場等が生産施設の面積

を変更する際、工場立地に関する準則に適合するために必要な緑地又は環境施設（以下「緑地

等」という。）を当該工場等の敷地内に確保できない事情がある場合に勧告しないことができ

る基準を以下のとおり定める。 

１ 対象となる工場等 

  本ガイドラインの対象となる工場等（以下「対象工場」という。）は、本市に現に立地し

ている工場等のうち、次の要件をすべて満たすものとする。 

⑴ 現に設置されている特定工場、若しくは増改築等により新たに特定工場となるもの。 

⑵ 生産施設の面積を増加させるもの。生産施設の面積を増加させずに敷地内の緑地を減

少させて敷地外に設置することは認められない。 

⑶ 敷地内に生産施設、緑地、環境施設、駐車場、倉庫等に利用されていない未利用部分が

ないこと。 

２ 敷地外緑地等の要件 

  本ガイドラインで示す敷地外緑地等とは、次の要件をすべて満たすものとする。 

⑴ 対象工場の敷地外の土地に整備される相当規模の緑地等により、実質的に緑地等に係

る準則が満たされること。 

⑵ 敷地外緑地等の整備が、対象工場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するものと認

められること。 

３ 要件の判断基準 

⑴ 実質的に緑地等に係る準則が満たされる場合 

以下の算定式により求められる緑地面積率及び環境施設面積率が準則を満たすこと。 

※緑地面積率の算定式 

 緑地面積率 ＝ 
 工場敷地内の緑地面積 ＋ 敷地外緑地面積 

工場敷地面積 ＋ 敷地外緑地面積
  

 

※環境施設面積率（緑地面積+緑地以外の環境施設面積）の算定式 

 環境施設面積率 ＝ 
 工場敷地内の緑地等面積 ＋ 敷地外緑地等面積 

工場敷地面積 ＋ 敷地外緑地等面積
  

 

⑵ 周辺の地域の生活環境の保持に寄与するものと認められる場合 

敷地外緑地等は小山市内に整備するものとし、適切な維持管理等を行い、周辺環境と

の調和に努めていること。 

４ 手続 

⑴ 敷地外緑地等の設置を検討する工場等は、工場立地法の規定による届出の前に「敷地外

緑地等の設置に関する事前協議書（別記様式第１号）」を市長に提出すること。 

⑵ 敷地外緑地等の設置後、その内容を変更又は廃止する場合は、事前に「敷地外緑地等の

設置の変更に関する届出書（別記様式第２号）」を市長に提出すること。 

５ その他 

 ⑴ 敷地外緑地等は自己所有地又は借地に整備すること。 

⑵ 樹木の剪定や除草等、適切に維持管理を行うこと。 

⑶ 敷地外緑地等を複数の場所に設置することは可とする。 

⑷ 敷地外緑地の一部又は全部を重複緑地とすることは可とする。ただし、重複緑地として

認められる面積の上限は、工場敷地内の緑地も含む緑地全体の面積の 50％以内とする。 

 ⑸ 生産施設面積率の算定には、敷地外緑地等の面積は含めない。 
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